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Ⅰー① 徳島県の概要

徳島県のポテンシャルⅠ
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土地の利用状況

香川県

高知県

徳島県

年平均気温 １６．８℃
年間日照時間 2,093時間

（H22.10.1時点）



産業構造（H22国勢調査）
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収穫量が全国シェア上位の徳島県産物

徳島県の経済指標 その他の特徴的な指標

Ⅰー① 徳島県の概要

（H2５年）



● 四国横断自動車道 （H26年度 供用予定）
・ 鳴門ＪＣＴ～徳島ＩＣ
・ 松茂スマートＩＣ → 徳島空港線 ・ 西延伸陸

▶ 「本四高速」 と 「徳島自動車道」 が接続
▶ 「高速道路」 と 「徳島阿波おどり空港」 が直結

● 沖洲（外）地区・耐震強化岸壁 （H26年度 完成予定）

将来的には、四国横断道に直結
【平 時】 ： 陸海の広域交通ネットワーク結節点
【発災時】 ： 緊急物資等の海上輸送拠点

海

▶ 船舶大型化に対応
オーシャン東九フェリーが移転・就航予定

→ 本店 （北九州） も徳島へ！ 新
町
川

四国横断自動車道
徳島東ＩＣ（仮称）

新ﾌｪﾘｰのりば 現ﾌｪﾘｰのりば

Ⅰー② 飛躍的な進化を遂げる「陸・海・空」の高速交通体系

● 徳島－札幌便が就航 （H26.8 週３往復）

→ うち6往復はコンテナが使用可能な大型の機材

● 徳島－東京便 12往復/日 （H26.3～） 過去最多

▶ 関空 ＋ 羽田 ＝ 広がる海外への選択肢
▶ 貨物搭載量、作業効率が飛躍的に向上！

徳島阿波おどり空港利用者
（H25年度）

東京便 約８６万７千人
全 体 約８９万９千人 （前年度比 108.2%）

四国唯一

過去最高

０５
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Ⅰー③ 魅力あふれる「自然・スポーツ・文化」

◆世界に輝く「文化立県徳島」

マチ★アソビマチ★アソビ

阿波人形浄瑠璃阿波人形浄瑠璃

阿波藍阿波藍

ﾍﾞｰﾄｰｳﾞｪﾝ｢第九｣ﾍﾞｰﾄｰｳﾞｪﾝ｢第九｣

阿波おどり阿波おどり

０６

◆新鮮なとくしまがいっぱい

築地市場
ﾊﾓ取扱量
全国４位

京都では
２位

築地市場
ﾊﾓ取扱量
全国４位

京都では
２位

なると金時 すだち 鳴門わかめ 阿波尾鶏

高級ハモ料理 阿波とん豚

◆徳島の自然・スポーツ

釣り釣り とくしま
マラソン

とくしま
マラソン

徳島ヴォルティス
（Ｊ１ﾌﾟﾛｻｯｶｰ）

徳島ヴォルティス
（Ｊ１ﾌﾟﾛｻｯｶｰ）

サーフィンサーフィン ラフティングラフティング

鳴門渦潮鳴門渦潮

第７回（2014）大会
H26.4.20（日）開催！

１万人規模！

第７回（2014）大会
H26.4.20（日）開催！

１万人規模！
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一般会計・歳入款別内訳表 （単位：百万円、％）

増減 率

　一般財源 244,947 51.3 ＋14,288 106.2

01 県税 自主 70,500 14.8 ＋4,000 106.0

02 地方消費税清算金 自主 17,317 3.6 ＋2,530 117.1

03 地方譲与税 依存 12,000 2.5 ＋2,758 129.8

04 地方特例交付金  依存 130 0.0 ＋0 100.0

05 地方交付税  依存 145,000 30.4 ＋5,000 103.6

　特定財源 232,756 48.7 ＋1,340 100.6

06 交通安全対策特別交付金 依存 290 0.1 ＋0 100.0

07 分担金及び負担金 自主 923 0.2 ▲110 89.4

08 使用料及び手数料 自主 4,803 1.0 ＋837 121.1

09 国庫支出金 依存 56,385 11.8 ＋3,090 105.8

10 財産収入  自主 995 0.2 ＋135 115.7

11 寄附金   自主 0 0.0 ▲13 0.0

12 繰入金  自主 93,054 19.5 ＋1,243 101.4

13 繰越金  自主 1,000 0.2 ＋0 100.0

14 諸収入 自主 15,539 3.2 ＋1,735 112.6

15 県債 依存 59,767 12.5 ▲5,577 91.5
（うち臨時財政対策債） (30,000) (6.3) (▲5,000) (85.7)

477,703 100.0 15,628 103.4

　自　主　財　源 204,131 42.7 ＋10,357 105.3

　依　存　財　源 273,572 57.3 ＋5,271 102.0

前年度比

歳入合計

区分
構成
比

予算額
自主

依存

平成２６年度当初予算についてⅡ

Ⅱー① 歳入予算の内訳（一般会計）



＊その他
維持補修費、積立金、
繰出金、その他行政費

人件費

扶助費

普通建設事業費

その他＊

歳出予算総額

4,777億円

義務的
経費

51.0%

投資的
経費

17.2%

一般会計・性質別歳出予算内訳表 （単位：百万円、％）

増減 率

　義務的経費 243,640 51.0 ▲2,976 98.8

　人　件　費 114,914 24.1 ▲1,702 98.5

　扶　助　費 44,144 9.2 ＋950 102.2

　公　債　費 84,582 17.7 ▲2,224 97.4

　投資的経費 82,250 17.2 ＋3,002 103.8

　補助事業 41,657 8.7 ▲5,865 87.7

　単独事業 23,645 4.9 ＋8,675 158.0

　災害復旧事業 9,797 2.1 ▲3 100.0

　直轄事業 7,152 1.5 ＋194 102.8

　その他経費 151,813 31.8 ＋15,602 111.5

　　維持補修費 4,348 0.9 ＋219 105.3

　　負担金、補助金 49,325 10.3 ＋5,358 112.2

　　出資金、貸付金 11,288 2.4 ＋1,212 112.0

　　積　立　金 5,807 1.2 ＋2,648 183.8

　　繰　出　金 63,629 13.3 ＋5,433 109.3

　　その他行政費 17,416 3.6 ＋733 104.4

477,703 100.0 15,628 103.4合　　　　　　　計

予算額
構成
比

前年度比
区分

公債費

負担金
補助金

出資金
貸付金

災害
復旧

その他
経費

31.8%

Ⅱー② 歳出予算の内訳（一般会計）

０８
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◆宝の島・とくしまの実現 53億円

● 「すだちくん」 活用とくしま発信事業

・ 全国の 「阿波おどり」 で徳島ＰＲ

・ 都市圏ＯＬをターゲット

→ 県産食材の弁当を開発

● 「とくしま県産品振興戦略」 推進事業

・ 民間との連携により東京に４店舗

平 時 観光情報の提供に活用

エポックメイクの年の徳島魅力発信

避難所や公園に無線ＬＡＮアクセスポイントを整備

にぎわい・感動とくしまの新たなステージ

災害時 通信手段を確保、住民への情報提供にも

・ ＳＮＳで徳島の魅力を発信
・ 外国人観光客の利便性向上

徳島の宝と
組み合わせ

● Wi-Fi （ワイワイ）王国！とくしま整備事業

◆安全・安心対策の推進 732億円

● 鳴門総合運動公園整備事業
広域防災拠点を機能強化

・ 安全な一時避難所
・ 支援物資集積場
・ 広域応援部隊の活動拠点

Wi-Fiも
整備

● 「西部健康防災公園」 整備事業

安全安心を実感できる防災・減災対策

・ 核となる防災施設を新設
・ 既存施設と一体的に活用

H26「基本構想」策定

H25着手

西部の広域防災拠点＋沿岸部への後方支援拠点

「新しい形のアンテナショップ」 で首都圏にＰＲ！

◆経済・雇用対策の推進 748億円

成長産業の競争力強化・企業誘致

● とくしま情報通信関連産業パワーアップ事業

● 攻めの訪日観光誘客推進事業

とくしまグローバル戦略の加速

「訪日外国人2千万人（2020年目標）」を追い風！

・ コールセンター見学会、体験研修を全県展開
・ 大学、テクノスクール、シルバー大学校と連携

2013年
1千万人突破！

・ 東南ｱｼﾞｱ富裕層にPR （ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾀｲ､ﾏﾚｰｼｱ）

・ 欧州最大規模のMICE見本市

1,000人超の雇用を更に増やすための人材発掘

来年はﾐﾗﾉ万博に

Ⅱー③ 平成２６年度当初予算の特色
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地方では景気回復の
実感は、まだまだ・・・ 景気の腰折れが懸念

アベノミクス
３本の矢

さらに、消費税引上げ 消費税増税を
迎え撃つ対策が急務

｢プレミアム付き地域商品券事業｣

１万円で千円券×１１枚
（地域限定6枚、全県共通5枚）

総額３３億円、県内｢約3,840店舗｣が参加

10%
お得

10%
お得

・ 県内の消費喚起

・ 県外への消費流出抑制

・ 事業活動の活性化

期待される効果

◆ 頑張る企業への経営支援

Ⅲ－① 景気回復の実感を確かなものに

◆ 県内雇用を守り育てる

◆ 地域商品券事業の全県展開

消費税率引上げ、円安、原油原材料高、
電気料金値上げに直面

中小企業

商工団体、市町村と連携、県下全域で実施！

６月２６日に完売６月２６日に完売

「中小企業向け融資制度」 を充実強化
龍谷、関西学院、立命館、
京都女子、武庫川女子、関西

小口資金

利率： 2.15% → 1.90%
期間（運転）： 5年 → 7年

利率：最大0.25%引下げ
融資枠：175億→450億

経済変動対策資金

経済環境の変動に応じ、更なる制度改正も検討！

小規模企業に手厚く 資金繰りの悪化に対応

若者の県内就職を支援
更に拡大を
目指す！

６校と
締結

→ H25.12 大阪市 （ﾘｰｶﾞﾛｲﾔﾙﾎﾃﾙ）
初開催

県内企業在職者への訓練 （各ﾃｸﾉｽｸｰﾙ）

● 県外大学との 「就職支援協定」

● とくしま学生Ｕターン就職ガイダンス

● H25年度 延べ1,740名が受講

→ スキルアップで企業に欠かせない人材に！

→ 学内合同企業説明会に県内企業が参加

1人から
でも

～ 挙県一致で景気の腰折れ懸念払拭 ～

徳島の強みを活かした経済成長戦略の推進Ⅲ

１０



世帯普及率（H26.3末）

８８．３％

◆ サテライトオフィスプロジェクトの展開

古民家と蔵を改装
(株)プラットイーズ
「えんがわオフィス」

H24.3～ 首都圏のＩＣＴ企業を対象に本格展開

企業 ⇒ リスク分散 （本社と同じように仕事）

社員 ⇒ ”癒し効果”で業務効率ＵＰ 「半X・半ＩＴ」

地元 ⇒ 地元雇用、
地域への誇り

地デジ化を契機に
「全県CATV網」完成！

① 時間と場所を超越

② ワーク・ライフ・バランス

「新しい働き方」の提案 ＝ テレワーク

③ 地域活性化

全国屈指の
ブロードバンド環境を活用！

県内４市町に２１社が進出！ （H26.8）
４３名の地元雇用を創出

【人口動態（神山町）】
S45年以降、初の「社会増」が「社会減」を上回る

・ 最新技術・機材を発表

スーパーハイビジョン 「４Ｋ」

◆ 「４Ｋ実証地・徳島」 からの情報発信

・ 現行フルハイビジョン （２Ｋ） の４倍の解像度

「４Ｋ文化の新しいのろし」
を徳島から！

とくしま４Ｋフォーラム2014

Ｗ杯サッカー中継

８Ｋ実証８Ｋ実証 （ＮＨＫ）
同時
実施

来場
３千名超

新たな成長分野 「クリエイティブ産業」
映像コンテンツやＩＣＴ関連企業・人材を集積！

H26.6.15～20

H25.9 全国４Ｋ祭

４Ｋ実証するなら徳島！

徳島はじめ
東京、横浜、大阪で開催！

限界集落に対する 「攻めの集落再生」

３年連続
全国１位

Ⅲー② 進化する「光ブロードバンド王国・とくしま」
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◆ 小水力発電の実証実験

Ⅲ－③ 「エネルギーの地産地消」～スマートコミュニティの推進～

◆ 全国自然エネルギー協議会 「３６道府県」 と 「２００を超える企業」 で構成

「会長」 として全国をリード！ 「エネルギー基本計画」 （H26.4 閣議決定）
・ これまでの水準 （2020年13.5%、2030年約2割） を
「更に上回る水準の導入を目指す」

◆ メガソーラー等の立地・導入の推進

・ 未利用水力エネルギーの活用モデル

・ 自然エネルギー学習の場を創設

・ 未利用水力エネルギーの活用モデル

・ 自然エネルギー学習の場を創設

現時点での計画 25事業者・30箇所 （65.1MW）

災害時 ⇒ 非常用電源供給災害時 ⇒ 非常用電源供給

平時 ⇒ 売電平時 ⇒ 売電

約21,100世帯分(県内世帯数の約７％に相当)

利率 1.9%以内 （上限2億円 15年以内 ）利率 1.9%以内 （上限2億円 15年以内 ）融資

整備費用の５％を補助整備費用の５％を補助補助

全国屈指の支援制度の更なる進化

国の動きを
加速！

日本全体での
導入促進を提言

徳島県企業局 （２箇所）

水力発電

風力発電

太陽光発電

小水力発電

川口ダム調整池に
マイクロ水力発電装置を
設置 H26 概略設計

川口ダムを自然エネルギーミュージアムに
更なる展開

展示・見学者駐車スペースを整備予定

・ 補助対象 （旧制度：1,000kW以上） を
「250kW以上」 に拡大 （上限1,500万円）

メガソーラーに加え、中規模の土地利用を促進

・ 電気自動車等への充電装置設置を条件
災害時に蓄電機能を有効活用

Ｈ２６年度 制度改正のポイント

１２



●高校における人材育成

Ⅲー④ とくしまグローバル戦略の加速

ｻﾎﾟｰﾄ
ｾﾝﾀｰ

農畜水産物等輸出促進

県産材輸出促進

欧米向け｢青果物｣輸出促進ﾓﾃﾞﾙ事業

・ 米
・ ゆず果汁
・ 水産加工品
・ ひのき など

・ 米
・ ゆず果汁
・ 水産加工品
・ ひのき など

相手国の輸出条件への対応

新規契約
約50件

・ 吉野川高校｢食ビジネス科｣ 農商連携

・ つるぎ高校｢地域ビジネス科｣工商連携

●農林水産総合技術支援センターの取組み

・ 農大の専修学校化 →徳大への編入も
・ アグリビジネススクール （大学院機能）

ＴＰＰをはじめ
経済が急速に
ボーダレス化

H26H26

◆６次産業化・農工商連携の取組み◆海外市場・販路開拓の推進

●徳島大学との連携

・ 農工商連携センターの設置
・ 副学長（地域連携担当）に県職員を派遣

輸出促進、
６次産業化推進
が不可欠

農林水産物・食品輸出 １兆円 （現状4500億円）
６次産業市場規模 １０兆円 （現状 １兆円）

日本再興戦略 （2020年目標）「世界の食市場」
農林水産業

成長の可能性

教育・研究機関との連携

・ 6次産業化ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ
・ とくしま6次産業化

推進協議会

商品開発、販路開拓などを通じ
→ ６次産業化を総合的に支援

商品開発、販路開拓などを通じ
→ ６次産業化を総合的に支援

支援体制の整備

H26H26

農林水産物等輸出促進ネットワーク

・ 「栽培マニュアル」 を策定

・ 実証栽培、輸送試験、販路開拓

・ 「栽培マニュアル」 を策定

・ 実証栽培、輸送試験、販路開拓H26H26

かんきつ類を輸出

現地店舗での県産品フェア、
食品商談会で強力に売り込み！

・ 香港､台湾､中国
・ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾀｲ､ﾍﾞﾄﾅﾑ

現地店舗での県産品フェア、
食品商談会で強力に売り込み！

・ 香港､台湾､中国
・ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾀｲ､ﾍﾞﾄﾅﾑ

「なると金時」 、「阿波尾鶏」 等が
香港の大手小売店で常設販売化

H25.12
設置

東アジアから東南アジアへの本格展開

H26H26
ﾌﾗﾝｽへの出展も
→欧米への足がかり

１３



１ 自主財源の割合が低い

２ 地方交付税の大幅削減等による影響
（平成16年度以降、「低水準での交付」が継続）

３ 公債費が高水準
（国経済対策への呼応<H4～H14>により県債残高が増大）

４ 扶助費など「社会保障関係費」の増大
（高齢化の進展、厳しい経済・雇用情勢による影響）

～～依然として依然として厳しい財政状況の中で～厳しい財政状況の中で～

１４

将来にわたり、安定的かつ的確な行政サービスを提供していく
ため、「持続力のある財政基盤」の確立が必要不可欠

行財政改革の取組Ⅳ

Ⅳー① 徳島県財政の現状と課題



◆部局を超えた連携の強化

五つの 「統括本部」 を設置

「課題解決」 に向けた新たな体制整備

統括本部長＝政策監補や関係部長が就任

・より一層トップマネジメント機能を発揮
・緊喫の全国的な課題を重点解決

食の安全安心対策、対外発信戦略、
次世代人材育成、6次産業化、鳥獣被害対策

知事部局
新規採用枠

若者の「夢」と「希望」を徳島で実現

年度 H24 H25 H26 H27

人数 106 109 104 110

36歳以下の職員比率
長年減少傾向 H24反転

H23： 20.8% → H26： 21.8%

４年連続三桁

過去20年
で最大

リフレッシュとくしまプラン とくしま未来創造プラン 現行のプラン

◆若者の雇用の場を確保

削減するだけでなく、活かす行革！

国の約8倍の

削減ペース

Ⅳー② 新しい人事・人材システムの推進

１５

◆徳島県職員数の推移 ～3000人体制に向けて～



◆広告事業◆広告事業

◆未利用財産の有効活用◆未利用財産の有効活用

◆ふるさと納税◆ふるさと納税

・庁舎電力調達の入札制導入(6合同庁舎)
「新電力」が供給

これまでの寄附金総額
約4,300万円

庁舎空きスペースの貸付（公募）
・吉野川庁舎 237㎡ 吉野川市社協へ
・阿南庁舎 18㎡ 阿南青年会議所へ

美波庁舎 187㎡を 民間ｺｰﾙｾﾝﾀｰへ

スポンサー型広告の充実

・県庁受付案内員の制服

・県立図書館（雑誌購入代金）

・道路照明灯（電力料金負担）

など

・県有施設の省エネルギー化

◆エネルギーコストの縮減

広告料収入(３か年累計)

H19～H21：約1.3億円
H23～H25：約2.5億円

地元プロスポーツ支援を
活用メニューに追加
更なるＰＲを！

累計約2億1,600万円

（全国9位）

年間△370万円（見込み）

水銀ランプ,白熱電球(本庁舎)
100%ＬＥＤに！ 1年前倒し

倍増水準に
到達！

H25

H26
7月～

H26
1月～

H26．3月

H26
新規

新たな広告

物品等提供者をＰＲ

Ⅳー③ 歳入確保・歳出改革の推進

◆歳出の中から歳入を生み出す

１６

●旧空ビルの撤去費削減
●免許センター建設費の縮減
●広域緊急援助隊の集約

●旧空ビルの撤去費削減
●免許センター建設費の縮減
●広域緊急援助隊の集約

◆事業の経済波及効果の観点をこれまで
以上に重視！

◆既存ストックを活用し、一石二鳥、三鳥の
効果を実現
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◆ 外郭団体の見直しに係るこれまでの成果

第３期計画

大幅な「経営のスリム化」を実現し、更なる経営の健全化を推進！

第１～２期計画
第１～２期計画 第３期計画

Ⅳー④ 外郭団体の見直し

１７



●様々な「知恵」や「意欲」を具現化！
『『実証実験・モデル事業実証実験・モデル事業』』の展開

＜22年度＞ ＜２６年度＞

・実証実験事業
１９事業 ２６事業

・モデル事業
３２事業 ７６事業

●「２１世紀の新しい行政手法」

『とくしまとくしま““トクトクトクトク””事業事業』」の展開

H20 120事業

H21 142事業

H22 235事業

H23    266事業

H24    328事業

H25 350事業

H26 377事業

◆｢とくしま“トクトク”事業｣ ◆｢実証実験・モデル事業」

県民との協働推進事業

ゼロ予算事業

県民スポンサー事業

Ⅳー⑤ 新しい公共サービスの仕組みづくり

◆公共施設のあり方の抜本的な見直し

・ 思い切った用途転換
旧空港ﾋﾞﾙ → 運転免許ｾﾝﾀｰ

H26
1月

青少年センターＰＦＩ、県営住宅ＰＦＩ

県立学校耐震化、橋梁長寿命化

・ 民間ノウハウ・資金の積極的活用

・長期的な視点に立った施設整備

更に
進化！

既存ストック有効活用先進県
として全国をリード

・施設の統廃合をはじめ
「あり方」の抜本的見直し

最適な施設の配置、国土強靱化に！

総合的かつ
計 画 的 な
管理が必要

国はH28年度までの計画策定を全国通知

本県はH26年度中に策定
～県内市町村の取組みを先導～

・徳島ならではの「総合管理計画」を策定

・公共施設等の老朽化
・人口減少の将来推計
・依然続く厳しい財政状況

１８



◇「財政中期展望」における「収支不足額」の解消

◆これまでの取組み成果（H23～25）◆◆これまでの取組み成果（これまでの取組み成果（H23H23～～2525））

◆新しい財政構造改革基本方針（H26～28）の改革目標◆◆新しい財政構造改革基本方針（新しい財政構造改革基本方針（H26H26～～2828）の改革目標）の改革目標

目標：H23からH25までの間に130億円 成果：164億円の収支を改善

◇ 「公債費」の縮減
目標：H21  806億円 → H26までに600億円台 成果：H26当初で651億円

◇「財政調整的基金」残高の充実
目標：H21末 80億円 → H26末までに321億円 成果：H25末で326億円

◇「起債許可団体」からの脱却

◇「公債費」・「県債残高」の縮減

公債費 :  H24 736億円 → H28までに500億円台

県債残高: H24 6,285億円 → H28までに5,500億円台

◇「財政調整的基金」残高の充実

※一般会計決算ベース、臨時財政対策債を除く

実質公債費比率: H25 20.8％ → H28までに 18.0％未満

財政調整的基金残高: H24末 250億円 → H28末までに600億円

※一般会計決算ベース、臨時財政対策債を除く

１９

Ⅳー⑥ 財政構造改革の取組状況
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財政構造改革の着実な実施により、

平成13年度ピーク時から当初予算規模を約800億円圧縮

平成22年度からは国の基金等有利な財源を活用し、

５年連続増額予算を編成し、徳島の新成長戦略を展開

ピーク

２０

※平成19年度・23年度は６月現計数値

徳島県の財政状況Ⅴ

Ⅴー① 当初予算規模（一般会計）の推移
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県債発行額に直結

徹底した重点化を図るとともに、県債発行を抑制し、
実質的な県債残高・公債費の減少に大きく寄与

※標準財政規模 ： 地方公共団体の標準的な財政規模
２１

（注）普通会計決算ベース
26年度は当初予算

Ⅴー② 普通建設事業費の推移
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平成４年度から１４年度まで
国の経済対策等に呼応し、

社会資本整備促進のため、県債発行
平成１０年度には過去最高

約１，０１７億円
（一般会計ベース）

「財政構造改革基本方針」に
基づき、徹底した投資的経費

の重点化などにより、

新規発行県債を抑制

臨時財政対策債を除く
県債発行額については

平成１６年度以降
着実に縮減

（億円）

Ⅴー③ 県債発行額の推移
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(平成13年度～)
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過去の経済対策等に伴う県債発行や
地方交付税の財源不足を地方で

立て替える臨時財政対策債の発行
などにより、平成１８年度末で

約９，６００億円
（一般会計ベース）

「財政構造改革基本方針」に
基づき、さらなる新規発行
県債の抑制などにより、

平成２０年度をピークとして

公債費を抑制

公債費は、県債発行と連動して増大
歳出予算の約２割に相当する水準へ
地方交付税の大幅削減に匹敵する、

本県財政を圧迫する最大要因

公債費の削減が急務

２３

※H20年度をピークに ６年連続で 「縮減」

※県債残高は、H18年度末をピークに「減少」

総合経済対策実施期間（平成4年度～平成14年度）

ピーク

棒グラフ ……… 県債残高の推移
折れ線グラフ … 公債費（当初予算ベース）の推移

棒グラフ ……… 県債残高の推移
折れ線グラフ … 公債費（当初予算ベース）の推移

※臨時財政対策債を除く公債費
･･･12年ぶりの600億円台へ

Ⅴー④ 県債残高と公債費の推移
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◆徳島県債の安全性
～地方財政全体での制度的な

安全性の確保～
財政健全化法

による早期健全化

課税権に基づく地方税収入

地方債協議制度に

よる早期是正措置

地方財政制度に

よる償還財源の保証

187

※平成2６年度は９月補正後の値

２４

250

326

Ⅴー⑤ 基金への着実な積立

379
財政構造改革基本方針

「Ｈ２８末までに６００億円」を目指す



早期健全化基準 財政再生基準 本　県
自主的な改善努力

による財政健全化
国等の関与による再生 平成25年度決算

実質赤字比率
（一般会計等ベース）

3.75%以上 5.0%以上 黒字

連結実質赤字比率
（全会計ベース）

8.75%以上 15.0%以上 黒字

実質公債費比率
（特別会計を含めた実質的公債費）

25.0%以上 35.0%以上 20.1%

将来負担比率
（３セク等も含めた実質的負債）

400.0%以上 － 197.5%

資金不足比率
（公営企業ごとの資金不足）

20%以上 －
全　　会　　計

資金不足額なし

平成22年度決算：21.2%
平成23年度決算：21.4%
平成24年度決算：20.8%

平成24年度決算から減
少に転じ、以降も減少す
る見込（ピークアウト）

今後も「財政構造改革
基本方針」に基づき、新
規発行県債の抑制や利
息負担の軽減を図り、
公債費の抑制に取り組
む

病院事業会計
電気事業会計
工業用水道事業会計
駐車場事業会計
土地造成事業会計
流域下水道事業特別会計
港湾等整備事業特別会計

全ての指標（平成２５年度決算） 早期健全化基準以内

２５

Ⅴー⑥ 財政健全化法４指標



実質公債費比率 将来負担比率
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Ⅴー⑦ 実質公債費比率及び将来負担比率の推移

◆公債費が減少基調に転じたことを受け、実質公債費比率についても、平成23年度を

ピークに24年度以降も減少する見込み

◆将来負担比率についても引き続き改善が図られ、前年度から▲１４．８ポイントの改善
２６



発　 行　 日 平成２６年１１月２８日（金）
条件決定日 平成２６年１１月１１日（火）
発　 行　 額 １００億円
年　　　　 限 １０年（満期一括）

（単位：％）
構成メンバー シェア 構成メンバー シェア

阿波銀行 20 野村證券 10
みずほ銀行 18 大和証券 10
徳島銀行 8 みずほ証券 8
阿南信用金庫 1 SMBC日興証券 7
四国銀行 1 三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰ証券 5
新生銀行 1 SMBCフレンド証券 2
徳島信用金庫 1 岡三証券 1

銀行　　計（７社） 50 しんきん証券 1
東海東京証券 1
メリルリンチ日本証券 1
ﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰMUFG証券 1
岩井コスモ証券 1
あおぞら証券 1
バークレイズ証券 1

証券　　計（１４社） 50

平成２６年度個別債発行計画 平成２６年度徳島県シンジケート団構成

◆安定的な資金調達が可能

◆多くの投資家へ購入機会を提供でき、
市場への浸透を図れる

シンジケート団方式

※平成２１年度から共同発行債へ参加

２７

市場公募債の発行計画及び起債方式Ⅵ



平成２６年１０月７日 徳島県債の格付けを更新平成２６年１０月７日 徳島県債の格付けを更新

◆第三者機関の精緻な分析による評価◆第三者機関の精緻な分析による評価

格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ） 【評価内容】

◆「県民との協働事業」を柱とする
「とくしま“トクトク”事業」や、
歳出が歳入増につながるような
「歳出の中から歳入を生み出す
取組み」などユニークな手法で
成果を上げている。

◆行財政改革によって財政健全
化が進展する可能性が高く、
格付の方向性は安定的。

【評価内容】

◆「県民との協働事業」を柱とする
「とくしま“トクトク”事業」や、
歳出が歳入増につながるような
「歳出の中から歳入を生み出す
取組み」などユニークな手法で
成果を上げている。

◆行財政改革によって財政健全
化が進展する可能性が高く、
格付の方向性は安定的。

ＡＡ
（安定的）

ＡＡ
（安定的）

財政状況に関する情報を的確に提供

H20年度から継続して取得！

２８

格付け取得Ⅶ



お問い合わせ先お問い合わせ先

○ 徳島県経営戦略部財政課予算第二担当

○ 住所 〒770-8570 徳島県徳島市万代町１丁目１番地

○ 電話 ０８８－６２１－３２０４

○ ＦＡＸ ０８８－６２１－２８２７

○ E-Mail：zaiseika@pref.tokushima.lg.jp

○ http://www.pref.tokushima.jp/

今後も引き続き

積極的に ＩＲ に

取り組みます。

２９


